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地域高齢者における身体活動量と身体，心理，

社会的要因との関連
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目的 本研究は，地域高齢者における日常の身体活動レベル（Physical Activity Level: PAL）と

身体，心理および社会的要因との関係を検討した。

方法 対象者は，平成15年群馬県草津町の「にっこり健康相談事業」（高齢者向け健康診断）を

受けた，同町70歳以上の住民428人であった。うち，面接調査と体力調査のすべてのデータ

がそろった330人を，本研究の分析対象とした。PAL は，内藤ら（2003）によって開発され

た質問紙を用いて評価した。対象者は，老研式活動能力指標と認知機能を含む身体，心理お

よび社会的機能に関して，面接を行った。体力測定では，握力，通常歩行速度，最大速度歩

行および開眼片足立ち時間を測定した。

結果 性と年齢を調整した共分散分析（ANCOVA）において，PAL は，高次生活機能，体力な

どの身体的要因，抑うつ度などの心理的要因，家の中での役割・仕事の有無などの社会的要

因，そして喫煙習慣と有意な関連を認めた。一般線形モデルでは，喫煙習慣，通常歩行速

度，抑うつ度，家の中での役割・仕事の有無，外出頻度および視力障害によって，PAL の

変動の13.5％が説明された。

結論 70歳以上の地域高齢者における PAL は，身体，心理および社会的要因と関連することが

示唆された。
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Ⅰ 緒 言

日常の身体活動量は，人の健康状態と強い関連

のあることが指摘されてきた1～3)。身体活動は，

「筋活動によって安静時よりエネルギー消費量の

増大がもたらされる全ての営み」と定義されてい

る4,5)。生活習慣病の予防をはじめとする健康の

維持・増進には，運動に限らず，より広い概念で

ある身体活動が必要だと考えられるようになって

きた6)。

これまでのわが国における高齢者の健康に及ぼ

す身体活動に関する研究では，運動習慣や部分的

な日常の身体活動習慣が着目されてきた7～10)。し

かし，高齢者では，高強度の有酸素運動を実施す

ることにより，運動以外の時間における身体活動

量が低下してしまう可能性がある11)。さらに，高

齢者を対象に，日常の身体活動量レベル（PAL:

Physical Activity Level）と，異なる強度の身体活

動に費やす時間との関係を検討した研究によると，

PAL は，臥位，座位および立位などの低強度の

活動とのみ有意な負の相関関係がみられ，歩行な

どの中強度あるいはスポーツ活動などの高強度の

活動とは有意な関係がみられなかった12)。そのた

め，運動などの部分的な活動だけではなく，家

事，移動あるいはテレビ視聴などの日常生活を営

む際にみられる全ての活動を含む，日常の身体活

動量全般について評価し着目する必要がある。最

近は，高齢者においても，あらゆる身体活動ある
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いは不活動が生活習慣病や身体組成，体力，身体

機能等との関連で注目されるようになっている13)。

これまで，運動については，成人におけるその

取り組み方と，身体，心理，社会・文化および環

境的側面，あるいは運動への態度や技術等との関

係について多数の報告がなされてきた14)。しか

し，日常生活全般を捉えた上で，その要因を検討

した報告は極めて少ない15)。

そこで，本研究は，わが国における地域高齢者

の身体活動量の関連要因を探り，身体活動量の増

加にむけた手だてを検討することを目的とした。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 調査地および対象者

本研究は，群馬県草津町が実施主体となり，介

護予防モデル事業として2003年 4 月に実施された

「にっこり健康相談事業｣ の結果の一部を用い

た。この健診は，70歳以上の全住民を対象とした

任意の健診であり，受診者数は428人であった。

この数は，70歳以上の住民の約 4 割に相当する。

本調査の実施に同意し（n＝422），本分析に用い

た調査項目に欠損値あるいは記録に不備のあった

者（n＝83）および，簡易認知機能検査（Mini

Mental State Examination: MMSE)16)の得点が20

点以下の認知機能低下者（n＝9）と判断された

者を除く17)330人を，本研究の分析対象とした。

なお，欠損値あるいは記録に不備が多く認められ

た項目は，体力測定（n＝44）と入院歴（n＝19，

うち 3 人は体力測定の項目にも欠損値がみられ

た）であった。このように，体力測定に欠損値が

多くみられたのは，対象者の安全に配慮して，血

圧の高い者や膝に痛みのある者の握力や歩行速度

の測定を実施しなかったためである。本研究計画

は，事前に東京都老人総合研究所倫理委員会の審

査に付され，承認されている（15財研究第870号）。

2. 調査項目

調査項目は，高齢者の日常の身体活動量評価

と，高次生活機能，認知機能，身体，心理，社会

的特徴を包括的に把握する内容および生活習慣で

あった。調査は，草津町総合保健福祉センターに

て，十分に訓練された調査員による面接聞き取り

法と体力測定が実施された。

1) 身体活動量

内藤ら18)によって開発された身体活動量質問紙

は，中強度のスポーツなど余暇活動の評価に加

え，家事，仕事などの日常活動の評価が可能な身

体活動量質問紙であり，日本における身体活動の

特徴をもとにして開発された。質問紙の妥当性お

よび信頼性については，生活活動記録と加速度計

（ライフコーダ）を用いて，地方都市の健康教室

などに参加した中高年齢者や，身体的に自立した

在宅高齢者において検討されており，身体活動量

の相対的評価が可能であること，さらに信頼性の

あることが報告されている18,19)。日常生活での質

問紙の妥当性を評価する最も正確な基準（Gold

standard）は，二重標識水（Doubly Labeled

Water: DLW）法である20)。しかし，測定器を設

置している施設が世界的にみても少なく，また測

定に高額な費用がかかることなどにより，質問紙

との関連性をみた報告は未だ少ない21)。このよう

に，本研究で用いた質問紙の妥当性の検討は十分

ではないといった限界がある。しかし，高齢者に

おいても質問の内容が日常生活を反映しているこ

とが重要であると指摘されているため22)，本研究

では内藤ら18)の質問紙を用いることとした。ま

た，本研究では，質問紙から得られた各活動時間

とそれに対応する METs 値を用い，安静時代謝

量を基礎代謝量の1.2倍と仮定したうえで，PAL

（＝総エネルギー消費量/基礎代謝量）を算出し

た。なお，睡眠時代謝量は安静時代謝量の0.9倍

とした23)。

2) 高次生活機能

高次生活機能は，老研式活動能力指標を用いて

評価した24,25)。これは，東京都老人総合研究所に

て，地域高齢者における手段的自立，知的能動性

および社会的役割に対応した高次の生活機能を評

価するために開発された尺度である。分析には，

総得点と手段的自立，知的能動性および社会的役

割の 3 つの下位尺度得点を用いた。

3) 認知機能

認知機能の評価尺度としては，MMSE を用い

た16)。

4) 身体的特徴

身体的特徴について，以下の調査を行った。基

本的日常生活動作能力（Activities of Daily Living:

ADL）5 項目（歩行，食事，排泄，入浴，着替え）

の自立度，椅子から支持無しでの起立の可否，総

合的移動能力26)，歩行障害の有無（1 km 連続歩
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表１ 年齢階級別の身体活動レベル（PAL)

年齢
階級 性別 n

平均年齢 PAL
平均値±標準偏差 平均値±標準偏差

70～74 女 90 72.0±1.4 1.69±0.22
男 59 71.9±1.2 1.62±0.21
合計 149 71.9±1.3 1.66±0.21

75～79 女 58 76.7±1.2 1.62±0.17
男 48 76.9±1.5 1.62±0.24
合計 106 76.8±1.3 1.62±0.21

80～84 女 35 81.5±1.4 1.67±0.20
男 20 81.5±1.4 1.56±0.20
合計 55 81.5±1.4 1.63±0.21

85～ 女 13 86.5±1.6 1.61±0.19
男 7 87.1±1.1 1.52±0.14
合計 20 86.7±1.5 1.58±0.18

身体活動レベル（PAL: Physical Activity Level)＝総エネルギー

消費量/基礎代謝量
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行)27)，慢性疾患（脳血管障害，心疾患，高脂血

症，高血圧，糖尿病）の既往の有無，視力・聴力

障害の有無，補聴器・眼鏡使用の有無，過去 1 か

月間の通院歴，過去 1 年間の入院歴および過去 1

年間の転倒歴を尋ねた。さらに，握力，通常歩行

速度，最大歩行速度および開眼片足立ち時間28)を

測定した。握力は，利き手で 2 回測定し，大きい

値を代表値とした。歩行テストは，あらかじめ 3

m と 8 m の地点にテープで印をつけた11 m の床

の上を直線歩行し，3 m と 8 m 地点の間（5 m）

の歩行に要した時間から歩行速度を算出した。通

常歩行はいつも歩いている速さで，最大歩行はで

きるだけ速く歩くよう指示した。そして，各々測

定した距離と時間より速度（m/秒）を算出した。

なお，通常歩行は 1 回，最大歩行は 2 回測定し速

い方を代表値とした。開眼片足立ち時間はストッ

プウォッチを用いて最大60秒まで秒単位で 2 回測

定し，大きい値を代表値とした。

5) 心理・社会的特徴

健康度自己評価，抑うつ度（Geriatric Depres-

sion Scale Short-version: GDS 短縮版)29,30)，生き

がいの有無，孤独感の有無，家の中での役割・仕

事の有無，地域の中での役割の有無，近所づきあ

いの有無，親しい友達の有無，転倒不安による外

出制限の有無およびふだんの外出頻度31)を心理・

社会的特徴として尋ねた。

6) 生活習慣

飲酒・喫煙習慣を生活習慣として尋ねた。

3. 統計処理

統計処理は，SPSS 11.0J for Windows を用いて

行った。統計上の有意水準は全て両側 5％未満と

した。PAL とその他の変数との関係は，共分散

分析（ANCOVA）を用いて，目的変数を PAL，

共変量を性と年齢，説明変数をその他の変数とし

て評価した。なお，連続量（老研式活動能力指標

の総得点，MSSE 得点，握力，通常歩行速度，

最大歩行速度，開眼片足立ち時間および GDS 短

縮版得点）は 3 分位のカテゴリー変数にした。各

変数は，健康上望ましいあるいは活動的と考えら

れるカテゴリーが大きくなるよう設定した。さら

に，日常の身体活動量の予測要因を知るために，

PAL を目的変数に，性，年齢と，性・年齢を調

整してもなお有意であった変数をすべて説明変数

に投入した一般線形モデル（ステップワイズ法）

による解析を行った。

Ⅲ 結 果

被験者の性・年齢階級別の PAL の平均値と標

準偏差を表 1 に示した。性と年齢を考慮した

ANCOVA の結果，PAL は高次生活機能におけ

る，老研式活動能力指標の総得点，知的能動性お

よび社会的役割と有意な関連がみられ，生活機能

の低い場合は PAL が低かった（表 2）。身体的特

徴では，視力障害の有無，握力，通常歩行速度，

最大歩行速度および開眼片足立ち時間と有意な関

連がみられ，視力障害が有る，あるいは体力が低

い場合は PAL が低かった（表 2）。心理・社会的

特徴では，健康度自己評価，抑うつ度，家の中で

の役割・仕事の有無，親しい友達の有無およびふ

だんの外出頻度と有意な関連がみられ，健康度自

己評価が低い，抑うつ度が高い，家の中での役

割・仕事が無い，親しい友達がいない，あるいは

ふだんの外出頻度が少ない場合は PAL が低かっ

た（表 2）。そして，生活習慣では，喫煙習慣と

有意な関連がみられ，喫煙習慣がある場合は

PAL が低かった（表 2）。さらに，PAL を目的変

数，性，年齢と，性・年齢を調整してもなお有意

であったこれらの変数を全て説明変数としたステ

ップワイズ法による一般線形モデルの結果を表 3

に示した。これらの説明変数のうち予測モデルに

採択された変数の標準化回帰係数は，全て正の値

を示した。各々の変数の調整済みの決定係数は，
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表２ 身体活動レベル（PAL）と身心的，心理的および社会的変数との関係

説明変数 カテゴリー 連続量の範囲 n
身体活動レベル

B P 値推定周辺
平均値

標準誤差

〈高次生活機能〉

老研式活動能力指標総
得点

低 ( 7–11) 93 1.58 0.02 －0.10 0.00
中 (12–12) 76 1.62 0.02 －0.06 0.05
高 (13–13) 161 1.68 0.02 0.00

手段的自立 4 点以下 16 1.55 0.05 －0.09 0.10
満点 5 点 314 1.64 0.01 0.00

知的能動性 3 点以下 106 1.58 0.02 －0.08 0.00
満点 4 点 224 1.66 0.01 0.00

社会的役割 3 点以下 116 1.59 0.02 －0.07 0.01
満点 4 点 214 1.66 0.01 0.00

〈認知機能〉

簡易認知機能検査
（MSSE)

低 (21–26) 128 1.61 0.02 －0.05 0.06
中 (27–28) 69 1.63 0.02 －0.03 0.31
高 (29–30) 133 1.66 0.02 0.00

〈身体的特徴〉

基本的日常生活動作能
力（5 項目）の自立度

いずれか 1 つに障害あり 2 1.72 0.15 0.08 0.59
障害なし 328 1.64 0.01 0.00

椅子から支持無しでの
起立の可否

できない 26 1.61 0.04 －0.03 0.46
できる 304 1.64 0.01 0.00

総合的移動能力 難儀する・できない 16 1.57 0.05 －0.07 0.23
できる 314 1.64 0.01 0.00

歩行障害の有無
（1 km 連続歩行)

難儀する・できない 23 1.60 0.04 －0.03 0.45
できる 307 1.64 0.01 0.00

慢性疾患の既往の有無 あり 195 1.63 0.01 －0.02 0.33
なし 135 1.65 0.02 0.00

視力障害の有無 普通に見えない 22 1.53 0.04 －0.11 0.01
普通に見える 308 1.64 0.01 0.00

聴力障害の有無 普通に聞こえない 35 1.58 0.04 －0.06 0.12
普通に聞こえる 295 1.64 0.01 0.00

眼鏡使用の有無 あり 142 1.62 0.02 －0.02 0.37
なし・たまにあり 188 1.65 0.02 0.00

補聴器使用の有無 あり 16 1.62 0.05 －0.02 0.68
なし・たまにあり 314 1.64 0.01 0.00

過去 1 か月間の通院歴 あり 246 1.63 0.02 －0.02 0.37
なし 84 1.65 0.01 0.00

過去 1 年間の入院歴 あり 35 1.63 0.01 0.02 0.62
なし 295 1.65 0.04 0.00

過去 1 年間の転倒歴 2 回以上あり 77 1.61 0.02 －0.04 0.16
1 回以下・なし 253 1.65 0.01 0.00

握力（kg) 低 ( 7.0–20.5) 103 1.58 0.03 －0.11 0.02
中 (21.0–27.0) 119 1.63 0.02 －0.06 0.09
高 (27.5–46.5) 108 1.69 0.03 0.00
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表２ 身体活動レベル（PAL）と身心的，心理的および社会的変数との関係（つづき)

説明変数 カテゴリー 連続量の範囲 n
身体活動レベル

B P 値推定周辺
平均値

標準誤差

通常歩行速度（m/秒) 遅 (0.63–1.12) 111 1.59 0.02 －0.12 0.00
中 (1.13–1.32) 109 1.62 0.02 －0.08 0.00
速 (1.33–1.97) 110 1.70 0.02 0.00

最大速度歩行（m/秒) 遅 (0.86–1.57) 111 1.60 0.02 －0.09 0.00
中 (1.58–1.85) 110 1.62 0.02 －0.08 0.01
速 (1.86–3.50) 109 1.69 0.02 0.00

開眼片足立ち時間（秒) 短 ( 1.0–12.9) 110 1.62 0.02 －0.09 0.00
中 (13.1–45.1) 110 1.59 0.02 －0.12 0.00
長 (46.2–60.7) 110 1.71 0.02 0.00

〈心理・社会的特徴〉

健康度自己評価 あまり・健康ではない 49 1.59 0.03 －0.09 0.03
まあ健康 227 1.63 0.01 －0.05 0.11

非常に健康 54 1.68 0.03 0.00

抑うつ度
（GDS 短縮版)

高 (5–13) 113 1.59 0.02 －0.11 0.00
中 (3–4) 121 1.63 0.02 －0.07 0.01
低 (0–2) 96 1.70 0.02 0.00

生きがいの有無 なし 33 1.59 0.04 －0.05 0.17
あり 297 1.64 0.01 0.00

孤独感の有無 あり 107 1.61 0.02 －0.04 0.14
なし 223 1.65 0.01 0.00

家の中での役割・仕事
の有無

なし 42 1.57 0.03 －0.08 0.02
あり 288 1.65 0.01 0.00

地域の中での役割の有無 なし 171 1.62 0.02 －0.02 0.30
あり 159 1.65 0.02 0.00

近所づきあいの有無 なし 30 1.57 0.04 －0.07 0.08
あり 300 1.64 0.01 0.00

親しい友達の有無 なし 84 1.59 0.02 －0.06 0.03
あり 246 1.65 0.01 0.00

転倒不安による外出制
限の有無

あり 29 1.57 0.04 －0.08 0.06
なし 301 1.64 0.01 0.00

ふだんの外出頻度 1 週間に 1 回程度・
ほとんどない

21 1.54 0.05 －0.11 0.02

2～3 日に 1 回 65 1.59 0.03 －0.07 0.02
毎日 1 回以上 244 1.66 0.01 0.00

〈生活習慣〉

飲酒習慣 あり 134 1.64 0.02 0.00 0.95
以前あり 26 1.63 0.04 －0.01 0.82

なし 170 1.64 0.02 0.00

喫煙習慣 あり 60 1.56 0.03 －0.11 0.00
以前あり 84 1.61 0.03 －0.07 0.05

なし 186 1.67 0.02 0.00

目的変数：身体活動レベル（PAL: Physical Activity Level)＝総エネルギー消費量/基礎代謝量，共変量：性と年齢，

MMSE: Mini Mental State Examination, GDS 短縮版：Geriatric Depression Scale Short-version.
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表３ 身体活動レベル（PAL）を目的変数とする

一般線形モデル

説明変数
調整済み R2

(％)
標準化係数

B P 値

(定数) 0.00
喫煙習慣 4.5 0.213 0.00

通常歩行速度 8.9 0.143 0.01
抑うつ度 10.6 0.116 0.03

家の中での役割・
仕事の有無 11.6 0.139 0.01

ふだんの外出頻度 12.6 0.119 0.03
視力障害の有無 13.5 0.111 0.03

目的変数：身体活動レベル（PAL: Physical Activity
Level)＝総エネルギー消費量/基礎代謝量，調整済み

R2 については，各々の説明変数が選択された時点で

の値を示した。
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喫煙習慣（4.5％），通常歩行速度（4.4％），抑う

つ度（1.7％），家の中での役割・仕事の有無

（1.0％），ふだんの外出頻度（1.0％）および視力

障害の有無（0.9％）の順であった。そして，全

ての変数によって PAL の変動の13.5％が説明さ

れた。

Ⅳ 考 察

これまで運動については，成人におけるその取

り組み方と，身体，心理，社会・文化および環境

的側面，あるいは運動への態度や技術等との関係

について多数の研究がなされ，それらの結果がレ

ビューされている14)。しかし，運動に限らず日常

生活全般を捉えた上で，身体活動量と関連する要

因について検討した報告は極めて少ない15)。そこ

で，本研究は地域高齢者の日常における身体活動

量に関わる要因について，PAL と高次生活機

能，認知機能，身体，心理，社会的特徴，そして

生活習慣に関して，性と年齢を考慮したうえで検

討した。なお，身体活動量質問紙を用いて評価し

た本研究の PAL と方法が異なるため単純に比較

できないが，DLW 法を用いて算出された，諸外

国における同年代の高齢者の PAL は，ほぼ同様

の値であった32～35)。

高次生活機能は，老研式活動能力指標を用いて

評価した。本研究では，老研式活動能力指標の総

得点，知的能動性および社会的役割の得点と

PAL との間に有意な関係がみられ，生活機能の

低い場合は PAL が低かった（表 2）。前述したよ

うに，これまで身体活動量と関連する要因につい

て検討した報告は極めて少なく，高次生活機能と

の関係について検討した報告は我々の知る限りな

い。Fujiwara ら36)は，地域高齢者を対象とした縦

断研究で，老研式活動能力指標の下位尺度それぞ

れの加齢に伴う累積障害発生率を比較し，手段的

自立の障害が最も遅く出現することを示した。本

研究において，手段的自立のみ身体活動量との関

係がなかったのは，対象者の中で，手段的自立が

低下している者が少なく，その検出が低かったた

めと考えられる。

身体的特徴としては，視力障害の有無，握力，

通常歩行速度，最大歩行速度および開眼片足立ち

時間と PAL との間に有意な関連がみられ，視力

障害が有る，あるいは体力が低い場合は PAL が

低かった（表 2）。これは高齢者で多くみられる

白内障などの視力障害や体力の低下によって生活

行動範囲が狭まり，身体活動量が減少する可能性

が考えられた。これまでの知見によると，運動が

体力を高めることはよく知られているが，日常生

活における低強度の身体活動量が多くとも，体力

が高いとは限らない37)。このように，これまで検

討されてこなかった体力・歩行速度といった身体

的要因を本研究で含めたことは，身体活動量と身

体的要因の関連をみるうえで意義があるものと考

えられる。高齢者の握力は，加齢に伴う体力の変

化をみるのに最も良い指標のひとつであり，生命

予後とも関連すると言われている38)。本研究にお

いても，握力と PAL との間には有意な関係がみ

られ，握力が低い場合は PAL が低かった（表

2）。これまで歩行障害が人の行動範囲を制限し，

生活範囲が家庭内に留まりがちになる可能性が指

摘されてきた27)。そこで，本研究では，歩行障害

の有無に加え，総合的移動能力について，PAL

との関係を検討した。その結果，本研究ではこれ

らの変数と PAL との間に有意な関係がみられな

かった。これは，総合的移動能力において障害有

りの者が16人，無しの者が314人，歩行障害では

各々23人と307人であったためであると考えられ

る（表 2）。本研究は，平均的なあるいは比較的

良好な健康状態を有する高齢者に限られたもので

あるため，このような結果が得られたのかもしれ

ない。本研究において欠損値が多く認められた項
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目は，体力測定（n＝44）であった。これがバイ

アスとして結果に影響を及ぼした可能性はあるも

のの，下肢機能と関連のある機能的側面（通常歩

行速度，最大歩行速度および開眼片足立ち時間）

は，PAL との間に有意な関係がみられ，下肢機

能が低い場合は PAL が低かった（表 2）。

心理・社会的特徴では，健康度自己評価，抑う

つ度，家の中での役割・仕事の有無，親しい友達

の有無およびふだんの外出頻度と PAL との間に

有意な関連がみられ，健康度自己評価が低い，抑

うつ度が高い，家の中での役割・仕事が無い，親

しい友達がいない，あるいはふだんの外出頻度が

少ない場合は PAL が低かった（表 2）。これまで

健康度自己評価については，Norman ら15)が

45–79歳のスウェーデン人の男性を対象に，質問

紙を用いて日常の身体活動量との関係を検討して

おり，74–79歳の健康度自己評価の高い者の身体

活動量は，45–49歳とほぼ同様であったことが報

告されている。本研究は，この報告と一致した。

生活習慣については，喫煙習慣と PAL との間に

有意な関連がみられ，喫煙習慣がある場合は

PAL が低かった（表 2）。

性・年齢を調整してもなお有意であった変数全

てを説明変数，PAL を目的変数としてステップ

ワイズ法による一般線形モデルにて分析を行っ

た。その結果，モデルに採択された変数は，喫煙

習慣，通常歩行速度，抑うつ度，家の中での役

割・仕事の有無，ふだんの外出頻度および視力障

害の有無であり，これらの変数によって PAL の

変動の13.5％が説明された（表 3）。このように，

PAL の変動の86.5％を説明できなかった理由と

して，本研究の対象者は，体力測定の実施が可能

な者に限られていたことなど，地域高齢者の中で

も比較的身体状況の良好な者であったことが影響

しているかもしれない。また，これまで質問紙を

用いた高齢者の身体活動量を評価する際，質問の

内容が高齢者の日常生活を反映しているか否かを

考慮すること，あるいは記憶の問題が指摘されて

いる22,35)。本研究で用いた質問紙は，運動など一

部の活動だけではなく，日常生活全般にわたり調

査しており，予想される大きなバイアスは考えに

くい。一方，記憶の問題については，本研究では

認知機能低下者（n＝9）と判断された者は対象

者から除いたものの，記憶の正確さを含む質問紙

法の限界が原因で本研究において評価した身体活

動量の測定誤差が存在し，身体活動量のバラツキ

を十分に説明できなかったのかもしれない。

Rotstein と Sagiv39)は，最大下運動に対する喫

煙の急性効果を検討し，喫煙後は，一定の運動強

度に対して有意な心拍数の増加や酸素摂取量の低

下など，生理学的な変化がみられることを報告し

ている。このように，喫煙は持久的な運動に対す

る呼吸効率の低下などを引き起こすことから，本

研究においても喫煙習慣のある者は無い者に比較

して，日常の身体活動量が低かったのかもしれな

い。Shinkai ら40)は，長期縦断研究により，とく

に75歳以上の高齢者においては，最大歩行速度よ

りも通常歩行速度が，将来の ADL 障害発生の優

れた予知因子であることを明らかにしている。本

研究においても，モデルに採択されたのは，通常

歩行速度であった。加齢に伴って体力の低下は避

けられないものの，本研究でも，地域在住の一般

高齢者において，日常の身体活動量を高めるため

に下肢機能の保持が重要であることが示唆され

た。また，抑うつ度によって，PAL の変動の

1.7％を説明した。これまでわが国のいくつかの

先行研究において，総合的移動能力および歩行障

害の有無，あるいは運動習慣が，抑うつ状態など

の精神的な側面と関連のあることが報告されてき

た7,10,27,41,42)。本研究はこれらの報告と同様の結

果がみられた。さらに，家の中での役割・仕事の

有無およびふだんの外出頻度によって PAL の変

動の 2％を説明した。金ら43)は，中・高年齢者の

社会参加のドメインを，仕事，社会・奉仕活動，

個人活動，学習活動に区分し，その関連要因につ

いて検討している。その結果，中・高年齢者の社

会参加には，地域に対する共生の意識と社会参加

を継続的に行うための動機付けなどの方策が重要

であることを指摘している。本研究では社会参加

の詳細な中身を検討するには至らなかったことか

ら，今後，日常の身体活動量と社会参加の中身を

より詳細に検討することで，日常の身体活動量を

高める要因に関する理解を深めることができるも

のと考えられる。

70歳以上の地域高齢者の日常生活における身体

活動量を増加させるためには，喫煙しないことに

加え，体力の低下している者は，歩行などの日常

生活を営む上で必要な体力を改善するための体力
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づくりを行うことや，家事や用足しといった個人

活動を活発にすること，ソーシャルネットワーク

などの社会的側面を高め外出する機会を持つこと

などが有益であるかもしれない。しかし，本研究

は横断的な研究であるために，身体活動量の低下

に対する因果関係を示すものではない点に限界が

ある。高齢者の身体活動量の増加に向け有効な対

策を立てる意味からも，縦断的な研究により高齢

者の身体活動量が低下する原因について更なる検

討が必要である。

本研究の実施に際し，多大なるご協力をいただいた

草津町保健センターおよび受診者の皆様に深謝致しま

す。本研究は，平成15年度公益信託日本動脈硬化予防

研究基金から研究助成を受けて実施したものである。
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PHYSICAL ACTIVITY LEVEL AND PHYSICAL, MENTAL AND
SOCIAL FACTORS IN COMMUNITY-DWELLING ELDERLY PEOPLE

Chiaki TANAKA*,2*, Hiroto YOSHIDA2*, Hidenori AMANO2*, Shu KUMAGAI2*,3*,
Yoshinori FUJIWARA2*, Yumiko TSUCHIYA4*, and Shoji SHINKAI2*
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Purpose This study was conducted to examine the relationship between physical activity level (PAL)
and physical, mental and social factors in community-dwelling elderly people.

Methods The subjects comprised 428 residents aged 70 or over living in Kusatsu-machi, Gunma, who
took part in an interview and tests of physical ˆtness as part of the `̀ NIKKORI-
KENKOSODANJIGYO''. Data for 330 out of the 428 residents were adopted for this study. The
PAL was evaluated with a questionnaire developed by Naito et al. (2003). Subjects were inter-
viewed on physical, mental and social functioning including the Tokyo Metropolitan Institute of
Gerontology (TMIG) Index of Competence and cognitive function (Mini Mental State Exami-
nation: MMSE). Physical ˆtness tests included assessment of handgrip strength, usual and max-
imal walking speed, and one-leg standing balance with eyes open.

Results Correlations between PAL and the TMIG Index of Competence, physical (e.g. physical ˆt-
ness), mental (e.g. depression) and social (e.g. roles at home) factors, and smoking status were
signiˆcant by ANCOVA adjusted for age and sex. Analysis using a general linear model indicat-
ed that smoking status, usual walking speed, depression, roles at home, frequency of going out-
doors and visual impairment all together explained 13.5％ of the PAL variance.

Conclusion The ˆndings indicate that PAL in the community-dwelling elderly aged 70 years or over is
associated with physical, mental and social factors.
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